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平成２３年度 ６月補正予算案の概要 

 

１ 総  括 

 ３月１１日に発生した東日本大震災による被災者への支援策を講じるとともに、

県民の安心・安全を更に高める施策や県内経済の下支えのための施策など当面緊急

に対応すべき事業について補正予算を編成した。 

                  

２ 補正予算の規模 

一般会計                                   ４８億  ７４３万１千円 

（補正後累計           １兆６，９４７億４，８４３万１千円） 

企業会計（水道用水供給事業・流域下水道事業） ６億２，６７８万円 

 

３ 主な内容 （特に記載のないものは一般会計の内容） 

○ 東日本大震災による被災者支援の充実 

・住居の確保（民間賃貸住宅や旅館・ホテル等の借上げ） 

                         ７億７，２６３万４千円 

・避難所における食事や日常生活用品の提供     ４億４，９７１万９千円 

・被災児童・生徒の授業料等を減免した私立学校等に対する助成 

                         １億３，１７６万８千円 

・被災児童・生徒等への就学費用等に対する支援     ８，６３５万２千円 

 

○ 県民の安心・安全の更なる実現 

・水道水中の放射性物質を除去するための活性炭の購入等《水道用水供給事業会計》 

                         ６億１，０９８万円 

・介護施設や障害児（者）入所施設の非常用自家発電装置の整備に対する助成 

                         ３億３，７５０万円 

・災害用備蓄物資の補充等             １億３，２１８万３千円 

・地域機関の防災体制の整備              ２，４８１万３千円 

・県産農畜産物に係る放射性物質の影響調査の実施    １，４４１万５千円 



 

○ 県内経済の下支えの実施 

 ・経営安定資金・震災特別貸付の創設        １億３，１２５万円 

   実施期間：平成２４年３月末まで       （債務負担行為の設定） 

   融資枠：７００億円   融資限度額：５，０００万円 

   融資利率：年０．９％  信用保証料率：年０．７％ 

 ・緊急雇用創出基金・ふるさと雇用再生基金を活用した雇用対策の拡充 

                         １６億９，３４４万４千円 

  県実施事業                  ６億９，３４４万４千円 

緊急災害情報等のデータ放送による発信    １億  ７６７万２千円 

研修と労働体験を組み合わせた被災者の雇用促進（震災対応事業） 

                        ７，５１８万２千円 

                                        など ２１事業 

    市町村が行う雇用創出事業に対する助成    １０億円 

 

 ○ 公共施設の災害復旧 

  ・農業用施設（用水路・排水路・埋設管）      ２億５，３５０万円 

  ・県立学校施設                    ７，３９１万円 

  ・土木施設（道路・河川）               ２，０６９万２千円 

 

 ○ 議員報酬の特例減額（△２０％・１年間）   △２億１，１５４万８千円 

 

４ 主な財源 （一般会計）  

・ 国庫支出金                 ９億５，２２１万３千円 

  ・ 分担金及び負担金             １２億２，２３５万３千円 

  ・ 寄附金                     ２，７９０万３千円 

  ・ 繰入金                  ２４億５，４５９万５千円 

・ 県債                    １億４，９００万円 


